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洞爺湖町議会平成２９年１２月会議 
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洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

６月１日の場合においては１００分の２０７．５、１２月１日の場合

においては１００分の２３２．５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条

例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割

合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

６月１日の場合においては１００分の２０７．５、１２月１日の場合

においては１００分の２２２．５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条

例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割

合を乗じて得た額とする。 

 

洞爺湖町議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

６月１日の場合においては１００分の２１２．５、１２月１日の場合

においては１００分の２２７．５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条

例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割

合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第６条 （略） 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在において、議員報酬の月額

及びその議員報酬の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額に

６月１日の場合においては１００分の２０７．５、１２月１日の場合

においては１００分の２３２．５を乗じて得た額に、洞爺湖町職員の

給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条例第３６号。以下「給与条

例」という。）第２１条第２項に規定する在職期間の区分に応じた割

合を乗じて得た額とする。 
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洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、６月に支給する場合においては１００分の２０７．５、１２

月に支給する場合においては１００分の２３２．５を乗じて得た

額に、洞爺湖町職員の給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条

例第３６号）の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」という。）

の例により在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、６月に支給する場合においては１００分の２０７．５、１２

月に支給する場合においては１００分の２２２．５を乗じて得た

額に、洞爺湖町職員の給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条

例第３６号）の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」という。）

の例により在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

 

洞爺湖町特別職の職員の給与等に関する条例新旧対照表（第２条関係） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、６月に支給する場合においては１００分の２１２．５、１２

月に支給する場合においては１００分の２２７．５を乗じて得た

額に、洞爺湖町職員の給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条

例第３６号）の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」という。）

の例により在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額とする。 

（期末手当） 

第４条 略 

２ 前項の期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退任した者に

あっては、退任した日現在）において特別職が受けるべき給料の

月額及び給料の月額に１００分の１５を乗じて得た額の合計額

に、６月に支給する場合においては１００分の２０７．５、１２

月に支給する場合においては１００分の２３２．５を乗じて得た

額に、洞爺湖町職員の給与に関する条例（平成１８年洞爺湖町条

例第３６号）の適用を受ける職員（以下「一般職の職員」という。）

の例により在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額とする。 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第１条関係） 

改   正   案 現       行 

（勤勉手当） 

第２４条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項及び附則第２６項第４号において同じ。）において受

けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００分の９５を乗じて得

た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４５を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） 

附 則 

（特定職員の勤勉手当の額の総額） 

２９ 附則第２６項の規定が適用される間、第２４条第２項に定める額

は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により算出した額から、附

則第２６項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当

減額対象額に１００分の１．４２５を乗じて得た額（最低号俸に達し

ない場合にあっては、勤勉手当減額基礎額に１００分の９５を乗じて

得た額）の総額に相当する額を減じた額とする。 

（勤勉手当） 

第２４条 （略） 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職し、

又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡し

た日現在。次項及び附則第２６項第４号において同じ。）において受

けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００分の８５を乗じて得

た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４０を乗じて得た額の総額 

３～５ （略） 

附 則 

（特定職員の勤勉手当の額の総額） 

２９ 附則第２６項の規定が適用される間、第２４条第２項に定める額

は、同項の規定にかかわらず、同項の規定により算出した額から、附

則第２６項の規定により給与が減ぜられて支給されるものの勤勉手当

減額対象額に１００分の１．２７５を乗じて得た額（最低号俸に達し

ない場合にあっては、勤勉手当減額基礎額に１００分の８５を乗じて

得た額）の総額に相当する額を減じた額とする。 
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洞爺湖町職員の給与に関する条例新旧対照表（第２条） 

改   正   案 現       行 

（期末手当） 

第２１条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第２

３条までにおいてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職

する職員に対して、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日（次

条及び第２３条においてこれらの日を「支給日」という。）に支給す

る。これらの基準日前１か月以内に退職し、若しくは地方公務員法第

１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職し、又

は死亡した職員（第２９条第５項の規定の適用を受ける職員及び規則

で定める職員を除く。）についても、同様とする。 

 

２ 略 

⑴～⑷ 略 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、若し

くは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、

又は死亡した日現在）において職員が受けるべき給料及び扶養手当の

月額及びこれらに対する地域手当の月額の合計額とする。 

 

４～７ 略 

 

（勤勉手当） 

第２４条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において

これらの日を「基準日」という。）にそれぞれ在職する職員に対し、

（期末手当） 

第２１条 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条から第２

３条まで及び附則第２６項第３号においてこれらの日を「基準日」と

いう。）にそれぞれ在職する職員に対して、それぞれ基準日の属する

月の規則で定める日（次条及び第２３条においてこれらの日を「支給

日」という。）に支給する。これらの基準日前１か月以内に退職し、

若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項

の規定により失職し、又は死亡した職員（第２９条第５項の規定の適

用を受ける職員及び規則で定める職員を除く。）についても、同様と

する。 

２ 略 

⑴～⑷ 略 

３ 前項の期末手当基礎額は、それぞれその基準日現在（退職し、若し

くは失職し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、

又は死亡した日現在。附則第２６項第３号において同じ。）において

職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額及びこれらに対する地域手

当の月額の合計額とする。 

４～７ 略 

 

（勤勉手当） 

第２４条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条及び附則

第２６項第４号においてこれらの日を「基準日」という。）にそれぞ
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基準日以前６か月以内の期間におけるその者の勤務成績に応じて、そ

れぞれ基準日の属する月の規則で定める日に支給する。これらの基準

日前１か月以内に退職し、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該

当して同法第２８条第４項の規定により失職し、又は死亡した職員（規

則で定める職員を除く。）についても同様とする。 

 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶養手

当の月額を加算した額に１００分の９０を乗じて得た額の総額 

 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４２．５を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 

 

れ在職する職員に対し、基準日以前６か月以内の期間におけるその者

の勤務成績に応じて、それぞれ基準日の属する月の規則で定める日に

支給する。これらの基準日前１か月以内に退職し、若しくは地方公務

員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職

し、又は死亡した職員（規則で定める職員を除く。）についても同様

とする。 

２ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に、規則で定める割合を乗じて得

た額とする。この場合において、勤勉手当の額の、次の各号に掲げる

職員の区分ごとの総額は、それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

⑴ 第１項の職員のうち再任用職員以外の職員 当該職員の勤勉手当

基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は

死亡した日現在。次項及び附則第２６項第４号において同じ。）に

おいて受けるべき扶養手当の月額を加算した額に１００分の９５を

乗じて得た額の総額 

⑵ 第１項の職員のうち再任用職員 当該再任用職員の勤勉手当基礎

額に１００分の４５を乗じて得た額の総額 

３～５ 略 
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